別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：防災費　　目：防災総務費　　　
	事業名: 防災資機材等整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災支援係　電話番号：058-272-1111（内2747）
　　　　　 　  E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：493千円（前年度予算額：874千円）
	要求内容


	１　要求の内容


阪神・淡路大震災や東日本大震災では、被災した住民に対する食料や生活必需品等の緊急物資の提供が必要となったが、備蓄不足や交通麻痺等により調達・供給が困難で、住民の避難生活等に大きな支障を生じた。
県でも近い将来、「超」広域にわたり甚大な被害をもたらした東日本大震災と同様の海溝型地震である南海トラフの巨大地震の発生が懸念されている。また、活断層による内陸型地震は、今後いつ発生してもおかしくない状況にあると言われている。
　一方、県の広域防災センターに備蓄されている資機材は、有効期限が付されているものがあり、災害時に有効に活用するため資機材の定期的な更新が必要となっている。
今後、平成24年度実施の県独自の地震被害想定調査結果を踏まえて、市町村の備蓄の実態を勘案し、備蓄資機材の品目や数量の適正化も検討していく。
	２　所要経費


防災資機材等の整備に係る経費　493千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	874
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	874

	要求額
	493
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	493

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　大規模災害発生時に、対応が困難となった市町村に対し支援をするため、緊急に必要となる物資、資機材の備蓄や調達に努める。　


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	災害時物資支援方針に基づく防災資機材の整備率（更新率）
	（H  ）
	100%
（H21）
	100%
（H22）
	100%
（H23）
	100%
(H24～）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　有効期限が切れる下記の消耗品等を補充した。また、高圧ガス保安法に基づくエアーテント用空気ボンベの耐圧検査（5年ごと）を実施した。
　　①災害対策用造水機用消毒薬
②発煙筒（林野火災用）
③救急セット用絆創膏　
　　④携行型浄水器用フィルター


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
東日本大震災後に見直した「災害時物資支援方針（旧「岐阜県総合備蓄計画」）」に基づき、大規模災害に備えた緊急に必要となる物資、資機材の備蓄や調達に努めた。　
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　大規模災害発生時に、調達先の被災、搬送の遅れ等で被災直後の需要が賄えないことが想定され、最小限の公共備蓄を行うことで円滑な物資等の確保につながるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　大規模災害発生時に必要な防災資機材の確保を図るとともに、平成23年度は東日本大震災の被災地へ簡易トイレ等の備蓄物資を提供し支援の役割を果たした。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	資機材の備蓄場所を県広域防災センター（各務原市）と飛騨総合庁舎（高山市）に分散しており、災害時における調達の迅速性に対応している。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
備蓄されている資機材は、備蓄されてから年数が経過したものがあり、災害時に有効に活用するため資機材の消耗品等の更新が必要であり、平常時から防災訓練での活用などによる動作確認や定期的なメンテナンスが求められる。
広域防災センターと飛騨地域の備蓄を優先しているが、将来的に各振興局での分散備蓄も検討していく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
平成24年度実施の地震被害想定調査を踏まえて、市町村の備蓄の実態を勘案し、備蓄資機材の品目や数量の適正化を検討していく。


